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第一部【企業情報】 
 

第１【企業の概況】 
 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

回次 第５期中 第６期中 第７期中 第５期 第６期 

会計期間 

自平成15年 
 ９月１日 
至平成16年 
 ２月29日 

自平成16年 
 ９月１日 
至平成17年 
 ２月28日 

自平成17年 
 ９月１日 
至平成18年 
 ２月28日 

自平成15年 
 ９月１日 
至平成16年 
 ８月31日 

自平成16年 
 ９月１日 
至平成17年 
 ８月31日 

売上高 （千円） － － 2,345,118 1,479,860 4,127,785 

経常利益又は 
経常損失（△） 

（千円） － － 66,451 △507,260 100,070 

中間（当期）純利益又は 
当期純損失（△） 

（千円） － － 96,557 △381,625 38,899 

純資産額 （千円） － － 508,324 364,080 396,135 

総資産額 （千円） － － 2,113,803 1,071,115 1,889,568 

１株当たり純資産額 （円） － － 39,712.85 28,443.76 30,948.07 

１株当たり中間（当期）純
利益金額又は１株当たり当
期純損失金額（△） 

（円） － － 7,543.58 △29,814.48 3,039.01 

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益金額 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － － 24.0 34.0 21.0 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

（千円） － － △42,936 △656,842 △119,147 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

（千円） － － △251,218 △192,579 △169,045 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

（千円） － － 75,004 412,972 734,195 

現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

（千円） － － 395,954 169,102 615,105 

従業員数 （人） 
－ 

〔 －〕 
－ 

〔 －〕
1,218 
〔 30〕

822 
〔 －〕

1,042 
〔 16〕 

(注) １ 売上高には、税込処理を採用している子会社を除き消費税等は含まれておりません。 

  （中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４（６）参照） 

２ 当社は第７期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載し

ておりません。 

３ 第７期中の中間連結財務諸表、第５期及び第６期の連結財務諸表については、証券取引法第193条の２

の規定に基づき、新日本監査法人の中間監査及び監査を受けております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第５期は１株当たり当期純損失を計上

しており、又潜在株式が存在しないため、第６期は潜在株式が存在していないため記載しておりません。

また、第７期中は新株予約権の残高がありますが、当社は非上場であるため、期中平均株価が把握でき

ないため記載しておりません。 

５ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の平均雇用人員であります。 
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(2）提出会社の経営指標等 

回次 第５期中 第６期中 第７期中 第５期 第６期 

会計期間 

自平成15年 
 ９月１日 
至平成16年 
 ２月29日 

自平成16年 
 ９月１日 
至平成17年 
 ２月28日 

自平成17年 
 ９月１日 
至平成18年 
 ２月28日 

自平成15年 
 ９月１日 
至平成16年 
 ８月31日 

自平成16年 
 ９月１日 
至平成17年 
 ８月31日 

売上高 （千円） － － 1,274,069 898,848 2,099,503 

経常利益又は 
経常損失（△） 

（千円） － － 26,779 △236,569 41,731 

中間（当期）純利益又は 
当期純損失（△） 

（千円） － － 82,212 △223,348 7,375 

資本金 （千円） － － 680,000 680,000 680,000 

発行済株式総数 （株） － － 12,800 12,800 12,800 

純資産額 （千円） － － 631,290 535,302 535,833 

総資産額 （千円） － － 2,022,663 1,030,581 1,834,279 

１株当たり純資産額 （円） － － 49,319.55 41,820.46 41,861.98 

１株当たり中間（当期）純
利益金額又は１株当たり当
期純損失金額（△） 

（円） － － 6,422.86 △17,449.06 576.24 

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益金額 

（円） － － － － － 

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間配当
額） 

（円） － － 
－ 

（－） 
－ 

（－）
－ 

（－） 

自己資本比率 （％） － － 31.2 51.9 29.2 

従業員数 （人） － － 647 416 533 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は第７期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりま

せん。 

３ 第７期中の中間財務諸表、第５期及び第６期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に

基づき、新日本監査法人の中間監査及び監査を受けております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第５期は１株当たり当期純損失を計上

しており、又潜在株式が存在しないため、第６期は潜在株式が存在していないため記載しておりません。

また、第７期中は新株予約権の残高がありますが、当社は非上場であるため、期中平均株価が把握でき

ないため記載しておりません。 
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２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 

 

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、エム・シーエス武蔵野株式会社については、議決権の50％を自己の計算において所

有しているものの、取引の状況などの実態から同社における財務及び事業の方針の決定に重要な影響を与えるこ

とができないと判断されるため、持分法の適用の範囲から除外しております。 

 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年2月28日現在 

事業区分 従業員数(人) 

介護事業 
                 1,218 

       〔30〕 

合計 
1,218 
〔30〕 

(注) １ 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外他社への出向者を除き、グループ外他社から当社グ

ループへの出向者を含んでおり、また、常用パートを含んでおります。）であります。 

    ２ 新規事業所開設に伴い、平成17年8月期から176名の従業員が増加しております。 

    ３ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の平均雇用人数であります。 

(2) 提出会社の状況 

平成18年2月28日現在 

従業員数(人)           647 

(注)   従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおり、また、

常用パートを含んでおります。）であります。 

 (3) 労働組合の状況 

労働組合はありませんが、労使間の関係は順調に推移しております。 
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第２【事業の状況】 

 

 当中間連結会計期間が中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との対比は行っておりません。 

 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油高や為替動向等の不安定要因が懸念されるものの、個人消

費の回復、企業収益の改善等により、景気の回復傾向が見受けられ明るい兆しを見せております。介護業界に

おきましては、平成18年4月の介護保険法の改正により「地域密着型サービス」「介護予防サービス」等の新

たな枠組みが制定され大きな転機を迎える状況を間近にしております。 

このような経営環境の中、当社グループは主力事業である認知症対応型共同生活介護事業（グループホー

ム）を積極的に展開いたしました。 

まず、平成17年11月には北海道地区で「愛の家グループホーム札幌平岡」を、埼玉地区で「愛の家グループ

ホーム川口東内野」の計2棟を開設し、平成17年12月には首都圏エリアにおいて埼玉県・東京都・神奈川県に

続き、千葉地区では初の開設なる「愛の家グループホーム千葉小倉」を開設するにいたりました。 

また、山梨地区において初の試みとなる営業譲渡により「モアライフ韮崎」の運営を開始いたしました。 

このように当中間連結会計期間は営業譲渡も含め4棟の施設を開設し、既存の47棟の施設を合わせ合計51棟

の運営を行なうことなり、業容はさらに拡大いたしました。 

以上の結果、当中間連結会計期間においては新設4棟の入居契約も順調に推移したことおよび既存施設の入

居率が高水準を維持したこともあり、売上高は2,345,118千円、営業利益は52,104千円、経常利益は66,451千

円、中間純利益は96,557千円となりました。 
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(2)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、219,150千円減少し、

395,954千円となりました。 

また、当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動の結果使用した資金は、42,936千円となりました。 

 これは主に売上債権の増加による資金の減少58,449千円によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は、251,218千円となりました。 

 これは主に投資有価証券の取得により193,460千円支出される一方、投資有価証券の売却による

収入が162,715千円となり、有形固定資産の取得による支出が132,614千円、敷金保証金の差入に

よる支出が87,752千円となったこと等によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動の結果得られた資金は、75,004千円となりました。 

 これは銀行からの短期借入を長期借入に300,000千円借り換えしたことおよび銀行からの短期借

入100,000千円増加による収入があったためであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

 該当事項はありません 

 

(2)受注状況 

 該当事項はありません 

 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業ごとに示すと、次のとおりであります。 

事業区分 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

 金額（千円） 

介護事業  2,345,118 

合計 2,345,118 

 （注）１ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

 

相手先 

金額（千円） 割合（％） 

 埼玉県国民健康保険団体連合会 517,616 22.07 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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３ 【対処すべき課題】 

   当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 

４ 【経営上の重要な契約等】 

   該当事項はありません。 

 

５【研究開発活動】 

該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】 

 

１【主要な設備の状況】 

  当中間連結会計期間の当社グループにおける主要な設備の異動は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

   平成18年2月28日現在

帳簿価額 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
面積 

（㎡） 
差入保証
金 
(千円) 

建物及び
構築物 
(千円) 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

従業員
数 
(人) 

愛の家グループホーム
南与野 

(埼玉県さいたま市桜区) 

介護施設 

（グループホーム） 
2,661.60 － 672 

－ 
( －)

1,000 672 31 

愛の家グループホーム
川口東内野 

(埼玉県川口市) 

介護施設 
（グループホーム） 

1,590.09 5,000 － － 
( －)

－ － 17 

愛の家グループホーム

千葉小倉 
(千葉県千葉市若葉区) 

介護施設 
（グループホーム） 

1157.03 6,500 － － 
( －)

－ － 14 

モアライフ韮崎 

(山梨県韮崎市) 

介護施設 
（グループホーム） 

873.50 － － 15,000
(1,741.10)

13,423 28,423 20 

アンサンブル大宮 

(埼玉県さいたま市大宮
区) 

介護施設 
（グループホーム） 

2,435.32 65,000 － － 
( －)

－ － 6 

（注）  帳簿価額「その他」は工具器具備品、車両及び建設仮勘定であります。 

      

  

(2）国内子会社 

    平成18年2月28日現在

帳簿価額 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 面積 
（㎡） 

差入保証
金 
(千円) 

建物及び
構築物 
(千円) 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

従業員
数 
(人) 

メディカル・
ケア・サービ
ス 北海道㈱ 

愛の家グループホー
ム札幌平岡 

(北海道札幌市清田区) 

介護施設 
（グループホーム） 

1,332.00 5,000 － 
－ 

( －)
－ 5,000 16 

メディカル・
ケア・サービ
ス日崎㈱ 

愛の家グループホー
ム帯広東１２条 
(北海道帯広市) 

介護施設 
（グループホーム） 

903.00 － － 
－ 

( －)
－ － 7 

メディカル・
ケア・サービ
ス東北㈱ 

愛の家グループホー
ム福島宮代 
(福島県福島市) 

介護施設 
（グループホーム） 

759.35 5,000 － － 
( －)

－ 5,000 13 

メディカル・
ケア・サービ
ス東海㈱ 

愛の家グループホー
ム岐阜正法寺 
(岐阜県岐阜市) 

介護施設 
（グループホーム） 

1,087.00 － － － 
( －)

－ － 8 

メディカル・
ケア・サービ
ス東海㈱ 

愛の家グループホー
ムおおはる 
(愛知県海部郡大治
町) 

介護施設 
（グループホーム） 

900.00 6,500 － － 
( －)

－ 6,500 9 

    

 

(3）在外子会社 

該当事項はありません。 
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２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

投資予定金額 着手及び完了予定年月 会

社

名 

事業所名 

（所在地） 
設備の内容 総額 

（百万円） 

既支払額 

（百万円） 

資金調

達方法 着手 完了 
事由 

当

社 

愛の家グループ
ホーム南与野 

（埼玉県さいた
ま市中央区） 

土地及び建物 
（グループ
ホーム） 

200 1 借入金 平成18年2月 平成18年6月 移転 
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第４ 【提出会社の状況】 
１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 38,400 

計 38,400 

 

②【発行済株式】 

 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成18年２月28日) 

提出日現在発行数
(株) 

(平成18年５月30日) 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 12,800 12,800 非上場 ― 

計 12,800 12,800 ― ― 

(注) 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 
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(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（平成17年8月23日臨時株主総会特別決議） 

 
中間会計期間末現在 
(平成18年２月28日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年６月30日) 

新株予約権の数（個） 128個 128個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 128株 128株 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 150,000 150,000 

新株予約権の行使期間 
平成19年８月23日から 
平成27年８月22日まで 

平成19年８月23日から 
平成27年８月22日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  150,000円 
資本組入額  75,000円 

発行価格  150,000円 
資本組入額  75,000円 

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４ 

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
 

１ 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

分割・併合の比率 

 
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額

を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額 

既発行株式数 ＋ 
１株当たり時価 

 

調整後払込金額

 

＝ 

 

調整前払込金額

 

× 
既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 

 

３ 新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項 

    ①新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時において、当社または当社グループ会社の取締

役、監査役もしくは従業員の地位を有していることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退

職その他正当な理由のある場合、この限りではない。 

②新株予約権者が死亡した場合、相続人がその権利を行使できる。 

③新株予約権の質入れその他一切の処分は認めない。 

④その他の条件については、株主総会および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の対象者との間

で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

４ 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。  
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(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 

    

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総数
残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増減
額（千円） 

資本準備金残高
（千円） 

平成18年2月28日 － 12,800 － 680,000 － 200,000 

 

(4) 【大株主の状況】 

平成18年2月28日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(株) 
発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

三光ソフラン株式会社 
埼玉県さいたま市大宮区大成町1-
212-3 

8,588 67.1 

高橋 誠一 埼玉県さいたま市見沼区 1,080 8.4 

ＭＣＳ事業投資組合 東京都府中市緑町3-16-12 796 6.2 

大村 浩次 東京都港区 240 1.9 

パイン株式会社 
埼玉県さいたま市大宮区大成町2-
273-1 

200 1.6 

ＳＢＩホールディングス株式会
社 

東京都港区六本木1-6-1 160 1.3 

山中 一範 埼玉県朝霞市 120 0.9 

高橋 幸一郎 埼玉県さいたま市見沼区 106 0.8 

高橋 大輔 埼玉県さいたま市見沼区 100 0.8 

富士原 寿治 埼玉県さいたま市見沼区 100 0.8 

計 ― 11,490 89.8 
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(5) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

平成18年2月28日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

12,800 
12,800 

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 12,800 ― ― 

総株主の議決権 ― 12,800 ― 

 

②【自己株式等】 

平成18年2月28日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 
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２ 【株価の推移】 

当社株式は、非上場であるため、該当事項はありません。 
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３ 【役員の状況】 
 

 
該当事項はありません。 
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第５【経理の状況】 
 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 

(3) 当中間連結会計期間(平成17年９月１日から平成18年２月28日まで)及び当中間会計期間(平成17年

９月１日から平成18年２月28日まで)が中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成初年度であるため、

前年同期との対比は行っておりません。 

 

２ 監査証明について 

当社は、株式会社名古屋証券取引所有価証券上場規程第３条第７項の規定に基づき、証券取引法第

193条の２の規定に準じて、当中間連結会計期間(平成17年９月１日から平成18年２月28日まで)及び当

中間会計期間(平成17年９月１日から平成18年２月28日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に

ついて、新日本監査法人により中間監査を受けております。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
当中間連結会計期間末 
（平成18年2月28日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年8月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   395,954   615,105  

２．売掛金   649,962   591,513  

３．未収入金   134,921   －  

４．たな卸資産   17,502   6,895  

５．その他   205,162   154,264  

貸倒引当金   △304   △116  

流動資産合計   1,403,200 66.4  1,367,662 72.4 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産 ※１  41,150 2.0  11,740 0.6 

２．無形固定資産   32,222 1.5  36,367 1.9 

３．投資その他の資産        

（１）投資有価証券   194,532   118,362  

（２）差入保証金   439,638   351,886  

（３）その他   3,061   3,547  

投資その他の資産合計   637,231 30.1  473,796 25.1 

固定資産合計   710,603 33.6  521,905 27.6 

資産合計   2,113,803 100.0  1,889,568 100.0 
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当中間連結会計期間末 
（平成18年2月28日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年8月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   17,224   19,719  

２．短期借入金   500,000   700,000  

３．一年内返済予定の長期借
入金 

  167,302   76,042  

４．未払金   236,964   209,700  

５．賞与引当金   46,922   53,235  

６．その他   58,607   67,021  

流動負債合計   1,027,020 48.6  1,125,719 59.6 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金   499,370   315,626  

２．退職給付引当金   14,577   －  

３．その他   4,338   －  

固定負債合計   518,285 24.5  315,626 16.7 

負債合計   1,545,306 73.1  1,441,345 76.3 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   60,172 2.9  52,087 2.7 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金   680,000 32.2  680,000 36.0 

Ⅱ 資本剰余金   200,000 9.4  200,000 10.6 

Ⅲ 利益剰余金   △378,075 △17.9  △477,020 △25.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   6,399 0.3  △6,844 △0.4 

資本合計   508,324 24.0  396,135 21.0 

負債、少数株主持分及び資
本合計 

  2,113,803 100.0  1,889,568 100.0 
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②【中間連結損益計算書】 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   2,345,118 100.0  4,127,785 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,988,214 84.8  3,564,887 86.4 

売上総利益   356,904 15.2  562,897 13.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  304,799 13.0  489,823 11.8 

営業利益   52,104 2.2  73,074 1.8 

Ⅳ 営業外収益        

１．投資有価証券売却益  25,455   －   

２．補助金収入  3,864   34,071   

３．その他  889 30,208 1.3 5,936 40,008 0.9 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  9,524   10,830   

２．株式上場準備費用  6,337   －   

３．その他  － 15,861 0.7 2,181 13,012 0.3 

経常利益   66,451 2.8  100,070 2.4 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※２ 28,450   －   

２．その他  － 28,450 1.2 545 545 0.0 

Ⅶ 特別損失        

１．退職給付費用  11,003   －   

２．その他 ※３ － 11,003 0.4 2,456 2,456 0.1 

税金等調整前 
中間（当期）純利益 

  83,899 3.6  98,159 2.3 

法人税、住民税及び事
業税 

 11,650   18,157   

法人税等調整額  △32,393 △20,743 △0.9 34,969 53,126 1.3 

少数株主利益   8,084 0.4  6,133 0.1 

中間（当期）純利益   96,557 4.1  38,899 0.9 
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③【中間連結剰余金計算書】 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前連結会計年度の連結剰余金計算書 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   200,000  200,000 

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
（期末）残高 

  200,000  200,000 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △477,020  △515,919 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

中間（当期）純利益  96,557  38,899  

持分法適用除外に伴う
利益剰余金増加高 

 2,387 98,944 － 38,899 

Ⅲ 利益剰余金中間期末 
（期末）残高 

  △378,075  △477,020 
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

税金等調整前中間（当
期）純利益 

 83,899 98,159 

減価償却費  3,528 2,535 

連結調整勘定償却額  4,253 7,837 

貸倒引当金の増減額  188 94 

賞与引当金の増減額  △6,312 29,216 

退職給付引当金の増加
額 

 14,577 － 

受取利息及び受取配当
金 

 △332 △1 

支払利息  9,524 10,830 

持分法による投資利益  － △3,072 

有形固定資産除売却損
益 

 △28,450 108 

投資有価証券売却益  △25,455 － 

持分変動利益  － △545 

関係会社整理損  － 2,348 

売上債権の増減額  △58,449 △270,562 

たな卸資産の増減額  △10,606 3,382 

仕入債務の増減額  3,831 16,180 

未払消費税等の増減額  △1,627 1,861 

その他  △3,953 △633 

小計  △15,385 △102,260 

利息及び配当金の受取
額 

 332 1 

利息の支払額  △9,726 △12,430 

法人税等の支払額  △18,157 △4,457 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △42,936 △119,147 
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当中間連結会計期間 

（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △132,614 △50,647 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 － 35,248 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △108 △123 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △193,460 △97,594 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 162,715 － 

関係会社株式の取得に
よる支出 

 － △16,500 

関係会社株式の売却・
清算による収入 

 － 23,632 

連結範囲の変更を伴う
関係会社株式の取得に
よる支出 

※２ － △3,910 

敷金保証金の差入によ
る支出 

 △87,752 △59,150 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △251,218 △169,045 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

短期借入の純増減額  △200,000 343,546 

長期借入れによる収入  300,000 400,000 

長期借入金返済による
支出 

 △24,996 △21,350 

子会社設立に伴う少数
株主払込による収入 

 － 12,000 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 75,004 734,195 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
減額 

 △219,150 446,003 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 615,105 169,102 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

 395,954 615,105 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

１．連結の範囲に関す

る事項 

（１）連結子会社の数  11社 

主要な連結子会社名 

メディカル・ケア・サービス北海道株式会社 

メディカル・ケア・サービス日崎株式会社 

メディカル・ケア・サービス東北株式会社 

メディカル・ケア・サービス新潟株式会社 

メディカル・ケア・サービス南埼玉株式会社 

メディカル・ケア・サービス東海株式会社 

メディカル・ケア・サービス関西株式会社 

株式会社エム・シー・エス四国 

メディカル・ケア・サービス福岡式会社 

メディカル・ケア・サービス九州株式会社 

株式会社やさしい手エムシーエス 

メディカル・ケア・サービス宇佐美株式

会社は、平成17年12月をもってメディカ

ル・ケア・サービス東海株式会社に社名変

更しております。 

 

（１）連結子会社の数  11社 

主要な連結子会社名 

メディカル・ケア・サービス北海道株式会社 

メディカル・ケア・サービス日崎株式会社 

メディカル・ケア・サービス東北株式会社 

メディカル・ケア・サービス新潟株式会社 

メディカル・ケア・サービス南埼玉株式会社 

メディカル・ケア・サービス宇佐美株式会社 

メディカル・ケア・サービス関西株式会社 

株式会社エム・シー・エス四国 

メディカル・ケア・サービス福岡式会社 

メディカル・ケア・サービス九州株式会社 

株式会社やさしい手エムシーエス 

当連結会計年度において新たに設立し

たやさしい手エムシーエス株式会社を連

結の範囲に含めております。 

 なお、従来、連結子会社であったエ

ム・シー・エス武蔵野株式会社は持分比

率減少により関連会社となったため、当

連結会計年度より連結の範囲から除いて

おります。 

 （２）主要な非連結子会社名 

――― 

 

（２）主要な非連結子会社名 

 ――― 
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項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

２．持分法の適用に関

する事項 

（１）持分法を適用した関連会社数 

――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等

の名称 

エム・シー・エス武蔵野株式会社 

持分法を適用しない理由 

エム・シー・エス武蔵野株式会社

は議決権の50％を自己の計算にお

いて所有しているものの、取引の

実態から同社における財務及び事

業の方針の決定に重要な影響を与

えることができないと判断される

ため、持分法の適用範囲から除外

しております。 

（１）持分法を適用した関連会社数 １

社 

会社等の名称 

エム・シー・エス武蔵野株式会社 

持分法を適用した理由 

従来、連結子会社であったエム・

シー・エス武蔵野株式会社は持分比

率減少により関連会社となったた

め、当連結会計年度より持分法を適

用しております。 

（２）持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等

の名称 

―-― 

３．連結子会社の中間

決算日（決算日）

等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結決

算日と一致しております。 

 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。 
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項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

４．会計処理基準に関す

る事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価 

   方法 

 ①有価証券 

 その他有価証券          
時価のあるもの 
中間連結決算日の市場価格等に基づ
く時価法                   
（評価差額は、全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法に
より算定） 

 

（１）重要な資産の評価基準及び評価 

   方法 

 ①有価証券 

 その他有価証券          
時価のあるもの 
連結決算日の市場価格等に基 
づく時価法                   

（評価差額は、全部資本直入法に 
より処理し、売却原価は移動平
均法により算定） 

 

  ②たな卸資産 

ａ商品 

最終仕入原価法 

ｂ貯蔵品 

   最終仕入原価法 

 

②たな卸資産 

  ａ商品 

同左 

  ｂ貯蔵品 

   同左 

 

 （２）重要な減価償却資産の減価償却 

   の方法 

ａ有形固定資産・・・定率法    

ただし、建物（附属設備を除く）

は定額法によっております。 

尚、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物      3年～24年 

構築物     15年～20年 

車両運搬具   2年～ 4年 

工具器具備品  3年～20年 

ｂ長期前払費用 

    均等償却によっております。 

  

（２）重要な減価償却資産の減価償却 

   の方法 

ａ有形固定資産・・・同左     

 尚、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物      3年～24年 

構築物     15年～20年 

車両運搬具      2年 

工具器具備品  3年～20年 

 

 

ｂ長期前払費用 

同左 
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項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

 （３）重要な引当金の計上基準 

  ａ貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

  ｂ賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき当

中間連結会計期間に見合う分を計上し

ております。 

  ｃ退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付債

務（自己都合退職による期末要支給額

の100％)の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生していると

認められる額を計上しております。 

（追加情報） 

 当社において退職給付債務等の算定

については、従来簡便法を採用してお

り支給要件を満たす者がおりませんで

したが、従業員の増加のため、当中間

連結会計期間から原則法を採用してお

ります。この結果、従来の方法によっ

た場合と比べ売上原価が2,669千円増

加するとともに、売上総利益が同額減

少し、販売費及び一般管理費が904千

円増加し、営業利益、経常利益はそれ

ぞれ3,574千円減少しております。 

 又、当中間連結会計期間の期首にお

いて退職給付債務の簡便法と原則法の

差額11,003千円を特別損失に計上し、

税金等調整前中間純利益が14,577千円

減少しております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

  ａ貸倒引当金 

   同左 

 

 

 

 

 

  ｂ賞与引当金 

    従業員に対して支給する賞与の 

   支出に充てるため、支給見込額 

   に基づき当連結会計年度に見合う 

   分を計上しております。 

  ｃ退職給付引当金 

   ―-― 

 

 （４）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 

 

（４）重要なリース取引の処理方法 

同左 
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項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

  （５）重要なヘッジ会計の方法 

  ａヘッジ会計の方法 

当社の利用する金利スワップにつ

いては特例処理の要件を満たしてい

るので、特例処理を採用しておりま

す。 

   ｂヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段･･･金利スワップ 

    ヘッジ対象･･･借入金の利息 

   ｃヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行ってお

ります。 

   ｄヘッジ有効性評価の方法 

     金利スワップの特例処理の要件を

満たしているため、有効性の判定を

省略しております。 

（５）重要なヘッジ会計の方法 

  ａヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

   ｂヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段･･･同左 

    ヘッジ対象･･･同左 

   ｃヘッジ方針 

同左 

 

 

   ｄヘッジ有効性評価の方法 

    同左 

 

 （６）その他中間連結財務諸表作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理 

課税事業者である当社及びやさし

い手エムシーエス㈱については税抜

方式によっておりますが、免税事業

者であるその他については税込方式

によっております。 

（６）その他連結財務諸表作成のための 

重要な事項 

消費税等の会計処理 

課税事業者である当社及びや

さしい手エムシーエス㈱につい

ては税抜方式によっております

が、免税事業者であるその他に

ついては税込方式によっており

ます。 

５．中間連結キャッ

シュ・フロー計算書

（連結キャッシュ・

フロー計算書）にお

ける資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から 

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の 

高い、容易に換金可能であり、かつ、 

価値変動について僅少なリスクしか負わ 

ない短期的な投資であります。 

 

同左 
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会計処理の変更 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 当連結会計年度より連結子会社４社について、消費税等 

当中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会計 の会計処理を税抜処理より税込処理へ変更いたしまし 

基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す た。この変更は、従来は課税事業者でありましたが、当 

る意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び 連結会計年度より免税事業者となったことによるもので 

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会 あります。 

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指 この変更により売上高には影響ありませんが、売上原価 

針第6号）を適用しております。 が6,668千円増加、販売費及び一般管理費が6,696千円 

これによる損益への影響はありません。 減少、営業外収益が1千円増加、営業外費用が29千円増 

 加しております。 

  その結果、売上総利益は6,668千円少なく、営業利益 

 は28千円多く計上されております。 

  尚、経常利益及び税金等調整前当期純利益への影響は 

 ありません。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年2月28日） 

前連結会計年度 
（平成17年8月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額   8,631千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額   6,428千円 
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（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 
貸倒引当金繰入額         188千円 
給与手当           98,831千円 
賞与引当金繰入額        5,951千円 
支払手数料          42,360千円 
 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 
貸倒引当金繰入額          94千円 
給与手当           128,842千円 
賞与引当金繰入額        5,388千円 
支払手数料          63,362千円 
 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

      土地             28,450千円 

 

――― 

――― ※３ 特別損失「その他」の内容は次のとおりであり 

ます。 

固定資産除却損 

    機械装置及び運搬具       108千円 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

１.現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

 

 現金及び預金勘定       395,954千円 

 現金及び現金同等物      395,954千円 

 

 

現金及び預金勘定       615,105千円 

 現金及び現金同等物      615,105千円 

 

――― 

 

 

 

 

 

 

※２.株主割当増資により連結子会社から持分法適用会

社になった会社の資産及び負債の主な内訳 

  エム・シー・エス武蔵野株式会社 

   （平成17年2月28日現在） 

   流動資産            57,020千円 

   固定資産                       21,266千円 

    資産合計           78,287千円 

   流動負債                       29,206千円 

    負債合計           29,206千円 
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（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

工具器具備品 46,063 15,063 31,000 

ソフトウェア 28,575 8,883 19,692 

合計 74,639 23,947 50,692 

  

 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品 39,639 10,858 28,780 

ソフトウェア 25,219 6,249 18,969 

合計 64,859 17,108 47,750 

  
２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 14,993千円

１年超 36,446千円

合計 51,440千円
  

 
１年内 12,826千円 

１年超 35,415千円 

合計 48,241千円 
  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
   支払リース料 7,147千円 

減価償却費相当額 6,838千円 

支払利息相当額 427千円 

   支払リース料 11,581千円 

減価償却費相当額 11,356千円 

支払利息相当額 788千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

 

５．利息相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

その他有価証券で時価のあるもの 

       

当中間連結会計期間末 

（平成18年2月28日） 

前連結会計年度              

（平成17年8月31日） 

区分 
取得原価 

（千円） 

中間連結決算日に

おける中間連結貸

借対照表計上額

（千円） 

差額 

（千円） 

取得原価 

（千円） 

連結決算日における

連結貸借対照表計上

額（千円） 

差額 

（千円） 

 株式 153,794 164,532 10,737 97,594 90,750 △6,844 

合計 153,794 164,532 10,737 97,594 90,750 △6,844 

 

 

 

 



 

 

 

- 34 - 

（デリバティブ取引関係） 

取引の時価等に関する事項 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っていますが、ヘッジ

会計を適用しているので注記の対象から除いておりま

す。 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っていますが、ヘッジ

会計を適用しているので注記の対象から除いておりま

す。 

       

 

 

 

 

 

 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自平成17年9月1日 至平成18年2月28日） 

当社及び関連会社の事業は、介護事業並びにこれらに付帯業務の単一事業であります。従いまして、 

開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

 

前連結会計年度（自平成16年9月1日 至平成17年8月31日） 

      当社及び関連会社の事業は、介護事業並びにこれらに付帯業務の単一事業であります。従いまして、 

開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 
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【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自平成17年9月1日 至平成18年2月28日） 

      本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（自平成16年9月1日 至平成17年8月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 
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【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自平成17年9月1日 至平成18年2月28日） 

      当中間連結会計期間において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成16年9月1日 至平成17年8月31日） 

 当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日) 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

 
１株当たり純資産額 39,712.85円 

１株当たり中間純利益金額 7,543.58円 

  

 
１株当たり純資産額 30,948.07円 

１株当たり当期純利益金額 3,039.01円 

  
なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ

いては、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非

上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当中間連結会計期間 
(自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日) 

前連結会計年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

中間（当期）純利益（千円） 96,557 38,899 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 96,557 38,899 

普通株式の期中平均株式数（株） 12,800 12,800 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株予約権

の数128個）。 

これらの詳細は、「第４提出会

社の状況 １株式等の状況

（２）新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。 

－ 

 

（重要な後発事象） 

当中間連結会計期間（自 平成17年9月１日 至 平成18年2月28日） 

該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（自 平成16年9月１日 至 平成17年8月31日） 

当社の平成17年8月23日開催の臨時株主総会において、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に

基づき、当社または当社グループ会社の取締役、監査役および従業員に対し特に有利な条件で新株予約

権を発行することについて決議しました。 

 その内容は、「第４提出会社の状況 １株式等の状況（２）新株予約権等の状況」に記載のとおりで

あります。 
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 (2）【その他】 

該当事項はありません。 
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２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
当中間会計期間末 

（平成18年2月28日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成17年8月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   283,805   521,098  

２．売掛金   355,837   293,187  

３．商品   1,320   1,202  

４．貯蔵品   5,449   2,874  

５．未収入金   134,785   173  

６．立替金   296,523   321,697  

７．その他   133,717   57,227  

貸倒引当金   △234   △53  

流動資産合計   1,211,204 59.9  1,197,409 65.3 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産 ※１  35,407 1.7  5,486 0.3 

２．無形固定資産   1,570 0.1  1,462 0.1 

３．投資その他の資産        

（１）投資有価証券   164,532   90,750  

（２）関係会社株式   359,500   359,500  

（３）差入保証金   248,006   176,779  

（４）その他   2,443   2,892  

投資その他の資産合計   774,481 38.3  629,921 34.3 

固定資産合計   811,458 40.1  636,870 34.7 

資産合計   2,022,663 100.0  1,834,279 100.0 
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当中間会計期間末 

（平成18年2月28日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成17年8月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   8,690   10,060  

２．短期借入金   500,000   700,000  

３．一年内返済予定の長期
借入金 

  167,302   76,042  

４．未払金   132,725   122,805  

５．賞与引当金   24,947   28,433  

６．その他 ※２  39,422   45,478  

流動負債合計   873,087 43.2  982,820 53.6 

Ⅱ 固定負債        

   １．長期借入金   499,370   315,626  

  ２．退職給付引当金   14,577   ―  

  ３. その他   4,338   ―  

   固定負債合計   518,285 25.6  315,626 17.2 

負債合計   1,391,373 68.8  1,298,446 70.8 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金   680,000 33.6  680,000 37.1 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  200,000 200,000  200,000 200,000  

資本剰余金合計   200,000 9.9  200,000 10.9 

Ⅲ 利益剰余金        

１．中間（当期）未処理損
失 

 255,109 255,109  337,322 337,322  

利益剰余金合計   △255,109 △12.6  △337,322 △18.4 

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金 

  6,399 0.3  △6,844 △0.4 

資本合計   631,290 31.2  535,833 29.2 

負債・資本合計   2,022,663 100.0  1,834,279 100.0 
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②【中間損益計算書】 

  
当中間会計期間 

（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   1,274,069 100.0  2,099,503 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,001,344 78.6  1,677,057 79.9 

売上総利益   272,725 21.4  422,446 20.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   256,374 20.1  369,931 17.6 

営業利益   16,351 1.3  52,515 2.5 

Ⅳ 営業外収益 ※１  26,289 2.0  1,256 0.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２  15,861 1.2  12,039 0.6 

経常利益   26,779 2.1  41,731 2.0 

Ⅵ 特別利益 ※３  28,450 2.2  － － 

Ⅶ 特別損失 ※４  11,003 0.8  2,348 0.1 

税引前中間（当期）純
利益   

  44,226 3.5  39,383 1.9 

法人税、住民税及び事
業税 

 2,627   4,177   

法人税等調整額  △40,613 △37,985 3.0 27,830 32,007 1.5 

中間（当期）純利益   82,212 6.5  7,375 0.4 

前期繰越損失   337,322   344,698  

中間（当期）未処理損
失 

  255,109   337,322  

        



 

 

 

- 42 - 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

１．有価証券の評価基

準及び評価方法 

ａ子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法に基づく原価法 

ｂその他有価証券           
時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

ａ子会社株式及び関連会社株式 

   同左 

ｂその他有価証券           
時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

２．たな卸資産の評価

基準及び評価方法 

ａ商品 

最終仕入原価法 

ｂ貯蔵品 

 最終仕入原価法 

ａ商品 

同左 

ｂ貯蔵品 

 同左 

３．固定資産の減価償

却の方法 

（１）有形固定資産・・・定率法 

ただし、建物（附属設備を除く）

は定額法によっております。 

尚、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物      3年～24年 

構築物        20年 

車両運搬具     2～4年 

工具器具備品   4年～20年 

（２）長期前払費用 

 均等償却によっております。 

（１）有形固定資産･･･同左 

尚、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物      3年～24年 

構築物        20年 

車両運搬具      2年 

工具器具備品   4年～20年 

 

 

（２）長期前払費用 

  同左 
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項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき当中間

会計期間に見合う分を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額に基づき当事業年度

に見合う分を計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 

当社において、従業員の退職給付

に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務（自己都合退職によ

る期末要支給額の100％)の見込額に

基づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計上

しております。 

（追加情報） 

 退職給付債務等の算定について

は、従来簡便法を採用しており支給

要件を満たす者がおりませんでした

が、従業員の増加のため、当中間会

計期間から原則法を採用しておりま

す。この結果、従来の方法によった

場合と比べ売上原価が2,669千円増

加するとともに、売上総利益が同額

減少し、販売費及び一般管理費が

904千円増加し、営業利益、経常利

益はそれぞれ3,574千円減少してお

ります。 

 又、当中間会計期間の期首におい

て退職給付債務の簡便法と原則法の

差額11,003千円を特別損失に計上

し、税引前中間純利益が14,577千円

減少しております。 

 

(3）退職給付引当金 

   ―-― 
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項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

５．リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 ａヘッジ会計の方法 

当社の利用する金利スワップにつ

いては特例処理の要件を満たしてい

るので、特例処理を採用しておりま

す。 

  ｂヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段･･･金利スワップ 

    ヘッジ対象･･･借入金の利息 

  ｃヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行ってお

ります。 

  ｄヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、有効性の判定を省

略しております。 

 

 ａヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

  ｂヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段･･･同左 

    ヘッジ対象･･･同左 

  ｃヘッジ方針 

同左 

 

 

  ｄヘッジ有効性評価の方法 

    同左 

７．その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理の変更 

当中間会計期間 
（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第6号）を適用しております。 

これによる損益への影響はありません。 

――― 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 
（平成18年2月28日） 

前事業年度 
（平成17年8月31日） 

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額   6,219千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額   4,527千円 

 ※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、

金額的重要性が乏しいため流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のう

え、金額的重要性が乏しいため流動負債の「そ

の他」に含めて表示しております。 
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（損益計算書関係） 

当中間会計期間 
（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 
受取利息              2千円 
有価証券売却益         25,455千円 

 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息              1千円 

※２ 営業外費用の主要項目 
支払利息            9,524千円 
株式上場準備費用        6,337千円 
 

※２ 営業外費用の主要項目 
支払利息            10,483千円 

※３ 特別利益の主要項目 
有形固定資産売却益 
 土地             28,450千円  

――― 

※４ 特別損失の主要項目 

   退職給付費用          11,003千円 

 

※４ 特別損失の主要項目 

   関係会社整理損          2,348千円 

５ 減価償却実施額 

 有形固定資産         2,530千円 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産          1,011千円 
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（リース取引関係） 

当中間会計期間 
（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

工具器具備品 46,063 15,063 31,000 

ソフトウェア 28,575 8,883 19,692 

合計 74,639 23,947 50,692 

  

 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品 39,639 10,858 28,780 

ソフトウェア 25,219 6,249 18,969 

合計 64,859 17,108 47,750 

  
２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 14,993千円

１年超 36,446千円

合計 51,440千円
  

 
１年内 12,826千円 

１年超 35,415千円 

合計 48,241千円 
  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
   支払リース料 7,147千円 

減価償却費相当額 6,838千円 

支払利息相当額 427千円 

   支払リース料 11,581千円 

減価償却費相当額 11,356千円 

支払利息相当額 788千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

 

５．利息相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

 当中間会計期間（自平成17年9月1日 至平成18年2月28日）及び前事業年度（自平成16年9月1日 至平成17

年8月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（１株当たり情報） 

当中間会計期間 
（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

 
１株当たり純資産額 49,319.55円 

１株当たり中間純利益金額 6,422.86円 

  

 
１株当たり純資産額 41,861.98円 

１株当たり当期純利益金額 576.24円 

  

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ

いては、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非

上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当中間会計期間 

（自 平成17年9月1日 
至 平成18年2月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年9月1日 
至 平成17年8月31日） 

中間（当期）純利益（千円） 82,212 7,375 

普通株主に帰属しない金額（千円）     ――― ――― 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 82,212 7,375 

普通株式の期中平均株式数（株） 12,800 12,800 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株予約権

の数128個）。 

これらの詳細は、「第４提出会

社の状況 １株式等の状況

（２）新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。 

－ 

 

（重要な後発事象） 

当中間会計期間（自 平成17年9月１日 至 平成18年2月28日） 

該当事項はありません。 

 

前事業年度（自 平成16年9月１日 至 平成17年8月31日） 

当社の平成17年8月23日開催の臨時株主総会において、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に

基づき、当社または当社グループ会社の取締役、監査役および従業員に対し特に有利な条件で新株予約

権を発行することについて決議しました。 

その内容は、「第４提出会社の状況 １株式等の状況（２）新株予約権等の状況」に記載のとおりで

あります。 
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（２）【その他】 

該当事項はありません。 
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第６【提出会社の参考情報】 
 

   該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 

該当事項はありません。

 








